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協働・共感で響きあう  まちづくりをLEADする  京丹後市商工会

京丹後市商工会 〒627-0012 京都府京丹後市峰山町杉谷836-1
●TEL.0772-62-0342 ●FAX.0772-62-3553
●URL:http://kyotango.kyoto-fsci.or.jp

●網野支所/TEL：72-1863  ●大宮支所/TEL：68-0038
●丹後支所/TEL：75-2222  ●久美浜支所/TEL：82-0155
●弥栄支所/TEL：65-3137（火・金のみ）

京丹後市商工会だより

　5月22日、プラザホテル吉翠苑にて、第12回通常総代
会を開催いたしました。
　総代会は、沖田会長の挨拶の後、議長に柿本正大氏
（久美浜地区）を選出し議案審議が行われ、提出された
全議案ともに原案どおり承認可決されました。

□第１号議案／平成29年度事業報告並びに収支決算承認の件
□第２号議案／運営規約一部改正の件
□第３号議案／平成30年度事業計画並びに収支予算決定の件
□第４号議案／平成30年度借入限度額並びに借入先承認の件
□第５号議案／総代会権限の一部を理事会及び会長委任とする件
□第６号議案／任期満了に伴う役員改選の件

通常総代会を
　 開催いたしました

第12回

　平成30年度の我が国経済は、大企業を中心に好調でありその影響は少子高齢化や人口減少
とも相まって中小企業にも人材不足といった形で表れています。内閣府の報告におきましても、
「個人消費は緩やかに持ち直し」「設備投資・輸出・生産は持ち直し」「企業収益や業況判断、
雇用情勢は改善」「消費者物価は横ばい」とされるなど、経済の先行きは緩やかに回復していく
ことが期待されています。しかし、景気拡張期間が「いざなぎ景気」を上回るも、なかなか実感す
るまでには至っていない状況にあります。

　当地域におきましては、平成27年に京都縦貫自動車道が全線開通し、翌年10月に山陰近畿自
動車道が京丹後大宮ICまで延伸しましたので、これらの相乗効果等により、観光入込客数も大
きく増加回復致しました。また、近年の訪日外国人旅行客の急増や「300年を紡ぐ絹が織り成す
丹後ちりめん回廊」が日本遺産に認定されるなど、更に地域資源を活かし、交流人口の拡大と
地域経済の活性化に繋げていくことが重要であると考えるところであります。

　平成26年に「小規模企業振興基本法」の制定と「小規模事業者支援法」が改正されました。
これにより、多くの小規模事業者の接続的な発展が図られることになるとともに、小規模事業者
の経営の改善、発達を支援することが商工会の役割とされ、本会としましても小規模事業者へ
の支援を推し進めているところであり、今後更に会員事業所の繁栄に資する伴走支援を行い、小
規模事業者の事業の持続的な発展を強く支援してまいります。

　会員とともに歩む商工会、地域になくてはならない商工会を目指し、関係機関との連携を密に
しながら組織全体の力で事業に取り組んでまいりますので、会員各位のご理解・ご協力を切にお
願いするところであります。

平成29年度 決算収入

平成30年度 予算収入

平成29年度 決算支出

平成30年度 予算支出

■平成29年度 収支決算 （平成29年4月1日～平成30年3月31日）

繰越収支差額 15,170,952
会費・手数料等収入 49,667,955
補助金等収入 241,236,806

科　　　目
（収入の部） 単位：円

金　額

合　　　計 306,075,713

地域総合振興事業費 51,187,998

経営改善普及事業指導
職員設置費 132,600,242

経営改善普及事業指導
事業費 84,356,276

科　　　目
（支出の部） 単位：円

金　額

合　　　計

管理費 23,199,465
資産取得支出 1,688,529
次期繰越収支差額 13,043,203

306,075,713

■平成30年度 収支予算 （平成30年4月1日～平成31年3月31日）

受託料収入 130,000
繰越収支差額 13,043,203

会費・手数料等収入 53,010,211
補助金等収入 235,716,586

科　　　目
（収入の部） 単位：円

金　額

合　　　計 301,900,000

地域総合振興事業費 59,542,000

経営改善普及事業指導
職員設置費 132,889,639

経営改善普及事業指導
事業費 75,533,525

科　　　目
（支出の部） 単位：円

金　額

合　　　計

受託事業費 130,000
管理費 31,180,118
資産取得支出 1,500,000
予備費 1,124,718
収支差額 0

301,900,000

◎ 平成30年度  基 本 方 針 ◎

①巡回指導の徹底充実による会員満足度の向上推進
②小規模企業対策事業（国・府・市の施策）の積極的な推進
③組織基盤強化対策（会員増強活動・安定的財源確保）の積極的な推進
④知恵の経営・経営革新等新たな取り組みに係る経営計画等作成・実行伴走支援
⑤丹後地域ビジネスサポートセンター事業の推進
⑥各種共済制度増強活動の推進
⑦部会活動の活性化推進
⑧地域活性化のための意見集約と提案活動の強化
⑨事業実施体制の総点検と職員の資質向上

①巡回指導の徹底充実による会員満足度の向上推進
②小規模企業対策事業（国・府・市の施策）の積極的な推進
③組織基盤強化対策（会員増強活動・安定的財源確保）の積極的な推進
④知恵の経営・経営革新等新たな取り組みに係る経営計画等作成・実行伴走支援
⑤丹後地域ビジネスサポートセンター事業の推進
⑥各種共済制度増強活動の推進
⑦部会活動の活性化推進
⑧地域活性化のための意見集約と提案活動の強化
⑨事業実施体制の総点検と職員の資質向上

◎ 重 点 事 項 ◎

議長／柿本正大 氏
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繰越収支差額 5％

会費、手数料等収入
16％

補助金等収入 79％

経営改善普及事業
指導職員設置費
　　　43％

経営改善普及事業
指導事業費 28％

地域総合振興
事業費 17％

管理費 7％
資産取得支出 1％ 次期繰越収支差額 4％

補助金等収入 78％

会費、手数料、
受託料等収入
18％

繰越収支差額 4％

経営改善普及事業
指導職員設置費
　　44％

経営改善普及事業
指導事業費  25％

地域総合振興
事業費  20％

管理費・
受託事業費
9％

資産取得支出
1％ 予備費 1％


